
帽子製造業
帽子の受注は平成20年秋以降受注が減少に転じ、ファッション性の高い一部の帽子を除き、22年に入り、さらに減少幅が拡大している。特に高級ブランドの受注が大幅に減少している。価格も下落傾向が続きメーカーの採算は悪化している。このような状況のもとで、一部のメーカーが幅広い層へアピールするために合同で展示会を開催し、業界活性化を図る動きが出ている。
業界の構造
帽子製造業は平成19年で事業所数205、従業者数2,391人、製造品出荷額等239億6,200万円となっている（経済産業省『工業統計表』、従業者数４人以上）。

帽子の主要工程である縫製は、外注に依存する割合が極めて高い。これは、ほとんどの工程は自動化が難しく労働集約的であるため、自ら設備を保有しても生産効率が良くないことによるものである。

外注先は、職人とその家族を中心とする専門の下請加工業者やミシン１台程度の内職者が中心である。大阪府の帽子製造業の規模は平成19年（従業者数４人以上の事業所）で、事業所数46、従業者数504人、製造品出荷額等67億8,800万円で、全国に占める割合はそれぞれ、22.4％、21.1％、28.3％となっている（大阪府統計課、『平成19年大阪の工業』、従業者４人以上）。

受注は減少
帽子の受注動向をみると、平成20年春頃まで20代前半の女性を対象としたファッション性の高い中折れ帽やベレー帽などが堅調に推移し、それ以外は弱含みから横ばい程度で推移していた。しかし、20年秋の金融危機以降受注が減少に転じ、22年に入りさらに減少幅が拡大している。
２月現在もファッション性の高い中折れ帽など帽子の受注はまずまずであるものの、それ以外は減少となっている。特に、キャップや高級ブランド帽子の受注が大幅な減少となっている。
製品の価格は大きく低下
製品価格の低価格化は帽子にも及んでおり、輸入品の増加もあって、21年以降一層激化している。さらに流通在庫が増加していることも価格低下圧力となっている。このため、メーカーの収益は総じて悪化している。

縫製を海外に依存する割合が高まる
近年では下請及び内職者の高齢化が進み、帽子の縫製に携わる人材の不足が目立ってきている。それに伴って、下請加工の質の低下も一部で出てきており、これら下請を組み込んだ生産体制では、需要の多様化、急速な変化に技術的に即応することが難しくなってきた。このため、一部大手は、中国などに複数の自社工場を持つ例がみられ、中小でも現地資本の工場と自社専属で製品供給契約を結ぶメーカーもみられるなど、中国を中心とした海外で縫製加工する割合が高まっている。

合同展示会で幅広い層へアピール

こうした厳しい状況のもと、一部のメーカーが合同で展示会を開催するようになり、21年10月で４回目を迎えた。これは、業界の20～40代の若手経営者が中心になって、各メーカーの帽子を幅広い層へアピールするために開催するものである。
帽子は種類や素材ごとに生産設備や処理工程が違い、1社で生産可能な帽子は限られる。このため、自社に受注があっても、自社の得意分野以外は断ることが多く受注機会の損失があった。しかし、得意分野の違うメーカーが展示会に集まることによって、様々な種類の帽子を展示できるため、多くの顧客が訪れるようになり、回数を重ねるたびに取引先も徐々に広がる可能性が出てきた。また、ＯＥＭ中心のメーカーでは展示会で直接販売現場の声を聞くことができ、新製品を出す上で大いに参考になるという効果も出ているようである。
さらに、この展示会を通して各社の協力体制が出てきており、業界活性化を図ろうとする動きが徐々に高まりつつある。

今後の見通し
ファッション性の高い中折れ帽がヒットして3年近くが経過し、そろそろ人気にかげりが出ていると指摘する声が聞かれる。しかし、それに替わるヒット製品がなかなか出ていないのが実情である。また、製品価格低下は今後とも続くとみられ、先行きに不透明感が出ている。
ただ、帽子の需要自体は、ほぼ安定していると言われている。特に、若年層のファッションの流行把握は困難であるものの、うまく把握できれば伸びは期待できるとするメーカーもみられる。このため、ファッション性を重視した製品の開発により、消費者の需要を開拓していくことで活路を見出そうとする動きなども出ている。
　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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